
     

            ２０１０年度 事 業 計 画 書        

             ２０１０年4月１日～２０１１年３月３１日まで 

                            

認定特定非営利活動法人 日本地雷処理を支援する会 

１ 事業実施の方針 

カンボジア王国において地雷処理・地域復興支援及び不発弾処理事業を、ラオス人民民主共和国において不発弾処理

事業（新規事業を含む）を、アフガニスタン・イスラム共和国において地雷・不発弾処理事業を、アンゴラ共和国にお

いて地雷処理・地域復興支援事業を、パキスタン・イスラム共和国において水道改善事業を実施する。全ての事業にお

いて２００９年度に引き続き、安全管理に万全を期し、各種事故の未然防止を図る。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業 

 

事 業 名 

 

事  業  内  容 

実 施 

 予 定 

時 期 

 実 施 

 予 定 

 場 所 

従事者の

予定人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定人数 

支出見 

込み額 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地雷・不発弾

処理事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①カンボジア・バッタンバン州にお

いて地雷処理・地域復興支援事業を

実施する。 

 

通 年 

 

カンボジア

王国  

 

１５９名 

 

22,000名 

 

128,000 

 

②カンボジア・コンポンチャム州等

３個州において不発弾処理事業を

実施する。 

 

 

通 年 

 

カンボジア

王国 

 

８１名 

 

726,000名 

 

75,000 

③ラオス・シェンクワン県において

不発弾処理事業を実施する。 

 

 

通 年 

 

ラオス人民

民主共和国 

  

１７５名 

   

5,100名 

 

94,000 

④ラオス・アッタプー県において不 

発弾処理事業を実施する。(新規) 

 

 

 

通 年 

 

ラオス人民

民主共和国 

 

１０５名 

 

2,000名 

 

66,000 

⑤アフガニスタン・パルワン県等に

おいて地雷・不発弾処理事業を実施

する。 

 

 通 年 

 

アフガニス

タン・イス

ラム共和国 

 

９４名 

 

5,300名 

 

112,000 

⑥アンゴラ・ベンゴ州マブバスにお

いて地雷処理・地域復興支援事業を

実施する。 

 

通 年 
 

アンゴラ共

和国 

 

 

２０名 

 

1,300名 

 

96,800 

⑦アンゴラの新たな地域において

地雷処理・地域復興支援事業を計画

する。 

 

下半期 

 

アンゴラ共

和国 

 

 

１５名 

 

1,000名 

 

70,000 

⑧ベトナム中部の西側地区におい 

て、啓蒙教育事業を計画する。 

 

 

その都度 

 

 

ベトナム社

会主義共和

国 

 

 

３５名 

 

 

18,000名 

 

 

 

2,000  

 

 

別紙５ 

７－１ 



 

生活環境改善

事業 

 

 

パキスタン・パンジャブ州マリー 

地区において水道改善事業を実施

する。 

 

 通 年 

 

 

パ キ ス タ

ン・イスラ

ム共和国 

 

８名 

 

3,490名 

 

30,000 

 

現地調査事業 

事業計画作成等のために現地の

状況を調査する。 

 

 

その都度 

 

国 外 

 

５名 

  

1,500 

 

 

 

刊行物等の 

発刊及び広報

活動事業 

 

 

 

①刊行物等の発刊 

既発刊書籍の販売を実施する。 

 

 

 通 年 

 

国 内 

 

  １名 

 

   300名 

 

     100 

 

②広報活動 

「オヤジたちの国際貢献（５）」及

び「ＪＭＡＳだより」等を発刊する

とともに各種イベントに参加し、講

演、展示及び募金活動等を実施す

る。 

  

通 年 

 

国 内 

 

６０名 

 

2,000名 

 

2,000 

 

 

文学振興事業 
カンボジアにおいてヌーハッチ

文学賞支援を実施する。 

 

 

 通 年 

 

カンボジア

王国 

 

  １名 

 

  10名 

 

     100  

 

平和推進活動

協力事業 

平和構築に係る人材育成事業の 

受託を計画する。 

 

４四半期 

 

現地代表事

務所 

 

１５名 

 

2名 

 

2,000 

 

 

（２）その他の事業 

  本年度は、実施しない。 

 

 

 

 

 

７－２ 


